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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。  

回次 
第53期 

第２四半期 
連結累計期間 

第53期 
第２四半期 
連結会計期間 

第52期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成20年 
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（千円） 17,140,084 8,803,884 31,495,472 

経常利益（千円） 2,780,977 1,549,960 5,146,968 

四半期（当期）純利益（千円） 1,667,775 804,816 2,692,849 

純資産額（千円） － 36,388,875 34,938,040 

総資産額（千円） － 46,174,521 45,066,613 

１株当たり純資産額（円） － 2,119.63 2,035.11 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額（円） 
97.15 46.88 156.85 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） － 78.8 77.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
1,249,521 － 3,714,329 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△1,393,459 － △1,180,663 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△386,148 － △1,524,034 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ 1,669,641 2,171,124 

従業員数（人） － 1,225 1,127 
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２【事業の内容】 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、連結子会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者を含む）であり、臨時雇用者数は、当第２四

半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員(社外から当社への出向者を含む）であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の

平均人員を（ ）外数で記載しております。 

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 1,225 (113) 

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 1,167 (95) 
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。 

 （注）１ 事業の種類別セグメント情報を記載していないため、薬効別生産実績を記載しております。 

２ 金額は売価換算で表示しております。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当第２四半期連結会計期間における商品仕入実績は、次のとおりであります。 

 （注）１ 事業の種類別セグメント情報を記載していないため、薬効別商品仕入実績を記載しております。 

２ 金額は実際仕入額で表示しております。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

薬効 金額（千円） 

神経系及びアレルギー用薬 1,467,738 

循環器系及び呼吸器用薬 4,340,865 

消化器官用薬 1,391,358 

ホルモン剤 32,632 

ビタミン剤 417,251 

その他の代謝性医薬品 984,086 

抗生物質及び化学療法剤 741,752 

その他 555,720 

計 9,931,407 

薬効 金額（千円） 

神経系及びアレルギー用薬 75,320 

循環器系及び呼吸器用薬 138,650 

消化器官用薬 31,163 

ビタミン剤 14,478 

その他の代謝性医薬品 2,717 

抗生物質及び化学療法剤 33,262 

漢方製剤 28,322 

その他 89,836 

計 413,752 
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(4）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１ 事業の種類別セグメント情報を記載していないため、薬効別販売実績を記載しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 総販売実績に占める割合が10％以上の相手先がないため、相手先別販売実績の記載はしておりません。 

薬効 金額（千円） 

（製 品）   

神経系及びアレルギー用薬 1,181,688 

循環器系及び呼吸器用薬 3,409,386 

消化器官用薬 1,360,885 

ホルモン剤 35,735 

ビタミン剤 424,928 

その他の代謝性医薬品 799,625 

抗生物質及び化学療法剤 406,290 

その他 510,032 

計 8,128,575 

（商 品）   

神経系及びアレルギー用薬 124,776 

循環器系及び呼吸器用薬 184,996 

消化器官用薬 40,990 

ホルモン剤 316 

ビタミン剤 17,968 

その他の代謝性医薬品 3,882 

抗生物質及び化学療法剤 158,379 

漢方製剤 32,905 

その他 111,094 

計 675,309 

合計 8,803,884 
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２【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成20年８月11日開催の取締役会におきまして、山形県上山市内の「蔵王フロンティア工業団地」

108,330.53㎡について、工場建設用地として以下の契約内容に基づき、取得および賃借することを決定し、平成20年

８月29日に契約締結を行いました。 

 契約内容及び取得目的につきましては以下のとおりであります。 

  

（契約内容） 

 １． 契約形態：売買契約 

    契約相手先：上山市、上山市土地開発公社 

    所在地：山形県上山市金瓶湯坂山他 

    取得面積：33,060.06㎡ 

    取得価格：910,044千円 

    取得時期：平成21年度第１四半期（予定） 

   

 ２． 契約形態：事業用定期借地権設定契約 

    契約相手先：上山市、上山市土地開発公社 

    所在地：山形県上山市金瓶湯坂山他 

    借地面積：33,362.18㎡ 

    契約期間：41年 

    賃借料：18,349千円（年額） 

    使用開始時期：平成21年度第１四半期（予定） 

 

 ３． 契約形態：借地借家法に基づかない賃借権契約 

    契約相手先：上山市、上山市土地開発公社 

    所在地：山形県上山市金瓶湯坂山他 

    借地面積：41,908.29㎡ 

    契約期間：10年（1回自動更新あり） 

    賃借料：22,150千円（年額） 

    使用開始時期：平成21年度第１四半期（予定） 

  

（取得目的） 

 生産能力増強および生産の効率化等を目的とした工場建設のため 
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３【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

  

（１）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、エネルギー・原材料価格高の影響や輸出の増勢鈍化が続いてい

ることなどから停滞しており、ゆるやかな回復基調から、景気後退局面に向かいつつあります。さらに、米欧の金融

機関の破綻などを背景に国際金融資本市場の緊張が強まっており、世界経済の不安定要因が国内経済に及ぼす下振れ

リスクも懸念されます。 

 医療用医薬品業界では、「平成24年度までに、後発医薬品の数量シェアを30％（現状から倍増）以上にする」とい

う政府目標に向けて、平成20年４月に、処方せん様式の再変更、および後発医薬品調剤体制加算の新設などの後発医

薬品使用促進のための環境整備が行われました。 

 このような中、当社グループは、需要拡大が見込まれる保険薬局市場で積極的な営業活動を展開した結果、保険薬

局の取引軒数が拡大し、同市場での売上も大きく増加いたしました。 

 また、引き続き適正価格販売を維持し、高脂血症治療剤マイバスタン、アレルギー性疾患治療剤エルピナン、消化

性潰瘍用剤ファモスタジンなどの主力品目の販売拡大に努める一方、７月には、アムロジピン錠「トーワ」、および

アムロジピンOD錠「トーワ」を発売いたしました。日本で現在最大の売上の高血圧症治療剤であるアムロジピンのジ

ェネリック医薬品を34社が新発売する中で、当社のみがOD錠（水なしで服用できる口腔内崩壊錠）も併せて発売いた

しました。当社が独自に開発した「RACTAB」技術を駆使した本OD錠は、服用感もよく、医療関係者や患者様からもご

好評をいただいており、アムロジピン錠「トーワ」とアムロジピンOD錠「トーワ」を合わせた発売当初からの売上は

４億円を超え順調に推移しております。 

 この結果、当第２四半期連結会計期間の当社グループの売上高は、8,803百万円となりました。一方、積極採用に

伴う人件費の増加や、試験研究費の増加などで販売費及び一般管理費が増加したことにより、営業利益は1,552百万

円、経常利益は1,549百万円となりました。特別損益については、投資有価証券評価損201百万円、および大分工場の

閉鎖損失として91百万円を計上したことなどにより、第２四半期純利益は、804百万円となりました。 

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、当第１四半期末比1,028

百万円増加し、1,669百万円となりました。 

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は1,875百万円の増加となりました。主な増加要因は、税金等調整前四半

期純利益1,327百万円、および減価償却費471百万円等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は862百万円の減少となりました。主な減少要因は、有形固定資産の取得

による支出884百万円等であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は１百万円の増加となりました。 

  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 なお、前連結会計年度において掲げた保険薬局市場における売上拡大、及び安定供給に関する課題については、当

第２四半期連結会計期間において、次のように対処しております。 

・ 100錠包装品の生産ラインを増強し、在庫量を増やすなどの対応を図り、安定供給を確保しています。 

・ 郵便事業株式会社のゆうパックを活用した保険薬局向けの配送体制の強化に取り組んでおります。 

  

（４）研究開発活動  

 当第２四半期連結会計期間においては、新製品として持続性Ca拮抗剤アムロジピンOD錠5mg「トーワ」等、15成分

21品目を７月に上市いたしました。 

 また、11月には新製品として７成分10品目を上市するなど、引き続き次の上市予定品目の製造販売承認取得に向け

て、医療機関や患者様のニーズに応える付加価値製品の開発を目指した研究開発活動を行っております。 

 なお、当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、575百万円であります。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の拡充、改修につい

て完了したものは、次のとおりであります。 

（新設） 

 ジェイドルフ製薬株式会社（国内子会社）において、前四半期連結会計期間末に計画しておりました本社工場の

製造設備の新設については、平成20年８月に完了し、９月から操業を開始しております。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 49,000,000 

計 49,000,000 

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年11月14日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 17,172,000 17,172,000 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 17,172,000 17,172,000 － － 

年月日 
発行済株式
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 

（株） 

資本金増減
額（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高(千円) 

 平成20年７月１日～ 

平成20年９月30日 
－ 17,172,000 － 4,717,700 － 7,870,735 
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（５）【大株主の状況】 

 （注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

    日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）    953千株 

    日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４Ｇ）  324千株 

    日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）      277千株 

    ２．東和薬品共栄会は、取引先持株会であります。 

３．オービメッド・キャピタル・エルエルシー及びその共同保有者であるオービメッド・アドバイザーズ・エル

エルシーから、平成20年７月３日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成20年６月30日現在でそれぞ

れ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として第２四半期末現在における実

質所有株式数が確認できないため、上記大株主には含めておりません。 

 なお、大量保有報告書の写しの内容は、以下のとおりであります。 

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式

総数に対す

る所有株式

数の割合

（％） 

有限会社吉田事務所 大阪府門真市新橋町２番11号 3,000 17.47 

有限会社吉田興産 大阪府門真市松生町３番８号 2,000 11.64 

有限会社吉田企画 大阪府寝屋川市東香里園町20番16号 1,527 8.89 

吉田 逸郎 大阪府寝屋川市 1,016 5.91 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 953 5.55 

ゴールドマンサックスアンドカ

ンパニーレギュラーアカウント 

（常任代理人 ゴールドマン・

サックス証券株式会社） 

85 BROAD STREET NEW YORK, NY, USA 

（東京都港区六本木六丁目10番１号六本木ヒルズ森タワ

ー） 

452 2.63 

東和薬品共栄会 大阪府門真市新橋町２番11号 348 2.03 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口４Ｇ） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  324 1.89 

インベスターズバンク 

（常任代理人 スタンダードチ

ャータード銀行） 

200 CLARENDON STREET P.O. BOX 9130 BOSTON, MA 02117-

9130  

（東京都千代田区永田町二丁目11番１号山王パークタワー

21階）  

283 1.65 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）  
東京都港区浜松町二丁目11番３号  277 1.61 

計 － 10,182 59.29 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 

株券等保有割合 

（％） 

オービメッド・キャピタル・

エルエルシー 
 アメリカ合衆国 ニューヨーク 419,400 2.44 

オービメッド・アドバイザー

ズ・エルエルシー 
 アメリカ合衆国 ニューヨーク 459,600 2.68 
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（６）【議決権の状況】 

  ①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれております。 

  ②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

 【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

  （1）役職の異動 

  平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    4,400  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,162,800 171,628 － 

単元未満株式 普通株式      4,800 － － 

発行済株式総数 17,172,000 － － 

総株主の議決権 － 171,628 － 

平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

東和薬品株式会社 
大阪府門真市新橋町

２番11号 
4,400 － 4,400 0.03 

計 － 4,400 － 4,400 0.03 

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 4,570 4,210 4,210 4,000 4,290 4,180 

最低（円） 3,900 3,940 3,870 3,750 3,920 3,720 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 常務取締役  生産本部管掌  常務取締役  生産本部長 佐伯 昌  平成20年10月１日
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
  

(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,282,926 757,040

受取手形及び売掛金 12,553,633 12,342,224

有価証券 386,714 1,414,083

商品及び製品 5,079,204 4,505,328

仕掛品 2,354,572 2,187,183

原材料及び貯蔵品 2,489,879 2,674,009

その他 1,642,839 1,412,621

貸倒引当金 △19,186 △115,441

流動資産合計 25,770,584 25,177,050

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※  7,667,340 ※  6,243,915

機械装置及び運搬具（純額） ※  2,398,331 ※  2,092,296

土地 5,960,542 5,977,572

建設仮勘定 281,727 1,006,762

その他（純額） ※  507,897 ※  481,621

有形固定資産合計 16,815,840 15,802,168

無形固定資産 280,933 310,215

投資その他の資産   

投資有価証券 2,456,125 2,846,786

その他 885,837 965,431

貸倒引当金 △34,799 △35,039

投資その他の資産合計 3,307,162 3,777,179

固定資産合計 20,403,936 19,889,562

資産合計 46,174,521 45,066,613

12



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
  

(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,086,735 4,479,204

未払法人税等 1,291,399 1,175,506

引当金 49,915 79,140

その他 3,403,469 3,304,640

流動負債合計 8,831,519 9,038,491

固定負債   

引当金 143,560 250,427

その他 810,565 839,653

固定負債合計 954,126 1,090,081

負債合計 9,785,645 10,128,572

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,717,700 4,717,700

資本剰余金 7,870,735 7,870,735

利益剰余金 23,790,925 22,509,421

自己株式 △9,271 △8,788

株主資本合計 36,370,088 35,089,068

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 18,786 △151,028

評価・換算差額等合計 18,786 △151,028

純資産合計 36,388,875 34,938,040

負債純資産合計 46,174,521 45,066,613
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 17,140,084

売上原価 8,876,860

売上総利益 8,263,224

販売費及び一般管理費 ※  5,625,495

営業利益 2,637,728

営業外収益  

受取利息 33,693

受取配当金 1,465

有価証券売却益 165

有価証券償還益 7,267

スワップ評価益 142,670

その他 103,648

営業外収益合計 288,911

営業外費用  

支払利息 4,884

有価証券評価損 114,751

その他 26,025

営業外費用合計 145,661

経常利益 2,780,977

特別利益  

貸倒引当金戻入額 98,216

退職給付制度終了益 231,796

特別利益合計 330,012

特別損失  

固定資産処分損 6,122

たな卸資産評価損 10,135

投資有価証券評価損 201,740

工場閉鎖損失 91,194

特別損失合計 309,192

税金等調整前四半期純利益 2,801,798

法人税等 1,134,022

四半期純利益 1,667,775
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 8,803,884

売上原価 4,513,509

売上総利益 4,290,375

販売費及び一般管理費 ※  2,737,803

営業利益 1,552,571

営業外収益  

受取利息 2,133

有価証券評価益 24,354

生命保険配当金 21,631

その他 33,603

営業外収益合計 81,722

営業外費用  

支払利息 2,705

スワップ評価損 55,649

その他 25,977

営業外費用合計 84,332

経常利益 1,549,960

特別利益  

貸倒引当金戻入額 76,376

特別利益合計 76,376

特別損失  

固定資産処分損 5,831

投資有価証券評価損 201,740

工場閉鎖損失 91,194

特別損失合計 298,766

税金等調整前四半期純利益 1,327,570

法人税等 522,754

四半期純利益 804,816

15



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 2,801,798

減価償却費 875,378

工場閉鎖損失 25,366

のれん償却額 10,588

貸倒引当金の増減額（△は減少） △96,495

その他の引当金の増減額（△は減少） △136,092

固定資産処分損益（△は益） 6,122

たな卸資産評価損 10,135

受取利息及び受取配当金 △35,158

支払利息 4,884

スワップ評価損益（△は益） △142,670

有価証券評価損益（△は益） 316,491

有価証券売却損益（△は益） △165

有価証券償還損益（△は益） △7,267

売上債権の増減額（△は増加） △211,337

たな卸資産の増減額（△は増加） △567,270

仕入債務の増減額（△は減少） △392,468

その他 △255,497

小計 2,206,342

利息及び配当金の受取額 48,671

利息の支払額 △4,884

法人税等の支払額 △1,000,607

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,249,521

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △1,675,195

投資有価証券の取得による支出 △50,000

投資有価証券の売却による収入 404,152

貸付金の回収による収入 18,000

その他 △90,415

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,393,459

財務活動によるキャッシュ・フロー  

配当金の支払額 △385,665

自己株式の取得による支出 △483

財務活動によるキャッシュ・フロー △386,148

現金及び現金同等物に係る換算差額 28,602

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △501,483

現金及び現金同等物の期首残高 2,171,124

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,669,641
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

 該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事

項の変更 

 該当事項はありません。 

３．会計処理基準に関する事

項の変更 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

  の変更 

  たな卸資産 

   通常の販売目的で保有するたな卸資

  産については、従来、主として総平均

  法による原価法によっておりました 

  が、第１四半期連結会計期間より「棚

  卸資産の評価に関する会計基準」（企

  業会計基準第９号 平成18年７月５ 

  日）が適用されたことに伴い、主とし

  て総平均法による原価法（貸借対照表

  価額については収益性の低下に基づく

  簿価切下げの方法）により算定してお

  ります。 

   これによる当第２四半期連結累計期

  間の営業利益、経常利益及び税金等調

  整前四半期純利益への影響額は、いず

  れも軽微であります。 
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当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

３．会計処理基準に関する事

項の変更 

（２）リース取引に関する会計基準の適用 

   所有権移転外ファイナンス・リース

  取引については、従来、賃貸借取引に

  係る方法に準じた会計処理によってお

  りましたが、「リース取引に関する会

  計基準」（企業会計基準第13号（平成

  ５年６月17日（企業会計審議会第一部

  会）、平成19年３月30日改正））及び

  「リース取引に関する会計基準の適用

  指針」（企業会計基準適用指針第16号

  （平成６年１月18日（日本公認会計士

  協会 会計制度委員会）、平成19年３

  月30日改正））が平成20年４月１日以

  後開始する連結会計年度に係る四半期

  連結財務諸表から適用することができ

  ることになったことに伴い、第１四半

  期連結会計期間からこれらの会計基準

  等を適用し、通常の売買取引に係る会

  計処理によっております。また、所有

  権移転外ファイナンス・リース取引に

  係るリース資産の減価償却の方法につ

  いては、リース期間を耐用年数とし、

  残存価額を零とする定額法を採用して

  おります。 

   これによる損益に与える影響はあり

  ません。 

   なお、平成20年３月31日以前に取引

  を開始した所有権移転外ファイナン 

  ス・リース取引については、通常の賃

  貸借取引に係る方法に準じた会計処理

  によっております。   
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【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 該当事項はありません。  

【追加情報】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

 税金費用の計算  法人税等の納付税額の算定に関して、加

味する加減算項目や税額控除項目を重要な

ものに限定する方法によっております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含

めて表示しております。 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

（有形固定資産の耐用年数の変更）  

 当社の機械装置については、従来、耐用年数を２～７年

としておりましたが、第１四半期連結会計期間より２～８

年に変更しました。 

 この変更は、法人税法の改正を契機とし、当社としてよ

り合理的な耐用年数に見直したことによるものです。 

 これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益への影響額は、いずれ

も軽微であります。 

  

（退職給付引当金）  

 当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成20年４月１

日に適格退職年金の一部を確定拠出年金へ移行し、「退職

給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適

用指針第１号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響額は、当第２四半期連結累計期間の特

別利益として231,796千円計上しております。  
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、13,414,675千円 

 であります。 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、12,761,300千円 

 であります。  

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は 

  次のとおりであります。 

給料及び手当 2,272,466千円 

広告宣伝費  461,595  

役員賞与引当金繰入額  29,100  

退職給付費用 156,047  

役員退職慰労引当金繰入額 5,375  

貸倒引当金繰入額 1,776  

研究開発費 1,044,467  

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は 

  次のとおりであります。 

給料及び手当 1,152,891千円 

広告宣伝費  136,750  

役員賞与引当金繰入額  14,550  

退職給付費用 76,208  

役員退職慰労引当金繰入額 2,687  

貸倒引当金繰入額 341  

研究開発費 575,762  
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至 

平成20年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式         17,172,000株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式            4,456株 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

 （2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間後とな

   るもの 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

            （平成20年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 1,282,926千円

有価証券勘定 386,714 

償還期限が３か月を超える有価

証券 
－ 

現金及び現金同等物  1,669,641 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 386,272 22.5 平成20年３月31日 平成20年６月26日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年11月10日 

取締役会 
普通株式 386,269 22.5 平成20年９月30日 平成20年12月１日 利益剰余金 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

  全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める医薬品事業の割合

 がいずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

  在外子会社、在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日 至平成20年９月30日）  

  海外売上高は連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

（有価証券関係） 

 当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）  

 その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末

日に比べて著しい変動が認められます。  

（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  取得原価（千円） 
四半期連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1) 株式 65,404 156,435 91,030 

(2）債券 1,709,595 1,656,631 △52,964 

(3）その他 485,396 471,163 △14,232 

合計 2,260,396 2,284,230 23,833 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額     2,119円63銭  １株当たり純資産額 2,035円11銭 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額   97円15銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額   46円88銭 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

四半期純利益（千円） 1,667,775 804,816 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,667,775 804,816 

期中平均株式数（株） 17,167,584 17,167,544 
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（重要な後発事象） 

該当事項はありません。  

２【その他】 

 平成20年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・386,269千円 

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・22円50銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成20年12月１日 

（注）平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年11月14日

東和薬品株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 野田 弘一  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 永原 新三  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東和薬品株式

会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２０年７月１

日から平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東和薬品株式会社及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 (注)１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が 

     別途保管しております。 

   ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




